
代　表　質　問

一　般　質　問

《用語解説》
※1 �エビデンス　証拠、根拠。

区政を問う
質 問 と 答 弁   要旨

　代表質問は、区長所信表明を受けて、各会派の代表議員5人
が質問しました。
　一般質問は、10人の議員が広範囲の区政課題を質問し、区長
等から答弁がありました。その一部を紹介します。
　詳細は、ホームページのインターネット議会中継

（右コード）で録画をご覧になれます。

根拠・権限・責任を明確にし
決断と実行の区政を目指せ

保健所の体制強化は急務。
職員体制の充実と人材育成を

心と体の健康を守り
目黒の魅力を高める政策を実行せよ

ゼロカーボンシティを着実に進め
次世代へつなげ！

エビデンスに基づく政策で
困難の時代を乗り越える！

さまざまな地域の課題に、
一日でも早い解決を目指せ

自由民主党目黒区議団　宮澤 宏行  議員

公明党目黒区議団　川原 のぶあき  議員

フォーラム目黒（立憲民主・無所属の会）　鴨志田 リエ　議員

自由民主党目黒区議団　いその 弘三　議員

新風めぐろ　かいでん 和弘　議員

公明党目黒区議団　武藤 まさひろ　議員

問 �社会状況が変わる中、将来を見据
えた地域経済対策や福祉の向上に
向けたポストコロナのビジョンを問
う。

区長　社会経済状況を分析し、証拠に
基づく効果的な施策を行う。
問 �課題山積の区政運営はトップの高
い志が必須であるが、トップマネジ
メント機能の見直しに関する考え
方を問う。

区長　組織体制の見直しと、客観的な
証拠に基づく政策立案の仕組みづくり
を進めていく。
問 �目黒の未来を創るための区の新規

支援体制を構築する。
問 �学校施設更新は30年計画に固執せ
ず、社会情勢の変化に柔軟な対応
を求めるが、見解を問う。

区長　コストの縮減を図るとともに、公
民連携による多様な手法を用いるな
ど、教育委員会と連携して取り組む。
問 �区有施設のＺＥＢ（※1）化でゼロカー
ボンシティ実現に向けた区の本気
度を問う。

区長　実施計画に掲げる事業の実施に
より、区役所の脱炭素化を図り、ゼロ
カーボンシティの実現に向けた区民・
事業者の普及啓発につなげる。
問 �都市計画マスタープラン改定の日
程と建物高さ制限や用途地域見直
しの可能性を問う。

区長　都の都市計画区域マスタープラ
ン等を踏まえ、快適で暮らしやすい持

保健所体制の強化
問 �目前のコロナ禍に対応するために、
区内団体との連携強化とともに、臨
時採用や派遣職員、応援職員に
よって緊急増員を図るとともに、増
やした職員を定数化し、正規職員
の恒常的な増員へとつなげていく
べきだが伺う。

区長　医師会の全面的な協力により、
診療体制等を構築し、感染症対策業務
の委託内容の拡大などで保健師等へ
の負担軽減も図っている。今後も区民

会などで啓発を図るとともに、さまざま
な手段を通じて積極的に支援していく。
また、地域での防災意識醸成活動につ
いては、活動する区民の意見を伺いな
がら、積極的に支援していく。
区内福祉施設の人材確保を
問 �福祉に携わる職員の抜本的な待遇
改善のために、国に対して介護・障
がい福祉職員らの賃金アップを求
めるとともに、区独自に賃金引き上
げのための加算措置をとるべきだ
が伺う。

区長　まずは国の実施・検討状況の注
視が重要であり、現時点で、国に要請
する考えは持っていない。また、区独自
の加算措置は行わない。
区の執行体制、職員体制の充実を

オミクロン株の感染から区民を守れ
問 � （1）小中学校での学級閉鎖や保育
所の休園が相次いでいる。区内の
教育・保育施設に従事する区外在
住者への追加接種を実施すべきと
考えるがいかがか。（2）小児用ワ
クチンは大人用とは別物。小児へ
のワクチン接種は、取り違いの防止
や丁寧な情報発信が必要だと考え
るが、準備状況を伺う。

区長　（１）モデルナ接種会場のワクチ
ンに少しずつ余裕が出てきているの
で、区外在住の小中学校の教職員や保

育成支援を拡充すべきと考えるが
いかがか。

区長　（1）都の令和4年度予算が成立
し、実施に向けた具体的なスケジュー
ル等が示されるのを待って、都と歩調
を合わせながら、区における子ども医
療費助成制度の対象年齢拡大を着実
に進めていく。 （2）ドゥーラ協会のキャ
パシティーも確認し、養成講座の受講
者が増えれば、さらに財政支援をしな
ければいけないと認識している。
持続可能な施設整備について
問 �学校施設の更新は、今後３０年間で
２４校。経費は１,７００億円。教室以
外の施設については、地域共用施
設として公民連携の整備手法を取
り入れ、経費縮減を図るべきと考え
るがいかがか。

問 �国のコロナ対策やワクチン接種が
二転三転し、現場の自治体が振り
回される事業が相次いだ。政府と
自治体の連携を強化せよ。

区長　特別区長会をはじめ、各会議体
や説明会など情報共有の場面を通じ
て、国との連携協力、情報共有に努め
るとともに、基礎自治体としてしっかり
と意見要望を伝えていく。
２３の特別区がデジタル化で共同し業
務の効率化とサービス向上を図れ

の予算規模となったが、今後、学校
更新費に１,７００億円を要する。歳入
歳出の適正化による健全な財政運
営を問う。

区長　ビルド・アンド・スクラップを原
則とした財政運営を徹底し、健全で安
定的な財政基盤の確立を図る。
問 �トップマネジメントを見直し権限移
譲で区政運営の改革は成されるか。

区長　各部が連携を図りながら、経営
方針に沿ってより速く対処し、より早い
政策実現ができるよう、組織執行体制
の見直しに取り組んでいく。
問 �目黒の街の魅力を高めるシティプ
ロモーションを展開せよ。

区長　基本構想実現を目指すことで、

問 �粗大ゴミの排出に関して高齢者や
障害者の世帯への支援について伺
う。

区長　高齢者のみの世帯など、自分で
粗大ごみを自宅前の道路際まで運び出
すことが困難な区民に対して、支援の
方策を鋭意検討していく。
問 �４月1日から成人年齢が引き下げら

掲示をはじめ、メールマガジンなどによ
り、周知・啓発の強化を図る。
問 �庁舎および区有施設全体としての
給電設備の設置や災害時も含めＥ
Ｖ（※１）やＰＨＶ（※２）から建物側に給
電できるＶ２Ｈ（※３）の導入を積極的
に考えていく必要性があると考え
られるが、見解を伺う。

区長　Ｖ２Ｈの導入については、財源の
確保も含めて、総合庁舎をはじめとす
る区有施設において、どのような展開
が可能か、今後、調査・研究をしてい
く。

エビデンス（※１）に基づいた少子化対
策を
問 �区は2040年までに出生率1.50を
目指すとしているが、直近５年間の
実績は、1.05から完全に横ばいで
ある。これは出生率低下の要因の
約9割が「未婚化」であるとされて
いるのに対して、区の実施してきた
施策の多くが「すでに婚姻している
世帯」を対象としてきたからではな
いか。本気で出生率改善を目指す

報を周知・啓発することは必要なため、
調査研究を進めていく。
子育て支援×所得制限
問 �所得制限を設けた施策は、住民間
の分断を招きかねないことに加え、
役所にとっても所得審査などの手
間がかかるものである。子育て支
援施策は原則、所得制限を設けず
全ての世帯を対象とするよう最大
限努力すべきではないか。

区長　子育て支援施策における所得制
限については、制度の目的や財政負
担、類似事業との公平性等を総合的に
勘案し、個別に対応していく。
Let’s主権者教育、子ども議会！
問�（1）ディベート教育の充実を。

問 � （1）オンラインで、濃厚接触者と
なった福祉工房利用者との懇談や
家庭でも工房の仕事ができるよう
にするなどの対応は可能か。（2）
濃厚接触者になった高齢者や受験
生は、感染防止のための宿泊施設

は望ましくない。
問 �目黒区立ひもんや保育園の民営化
計画の内容変更を求める陳情書
は、議会で採択をされたが、どう計
画を変更するのか。

区長　子どもの最善の利益を見るため
の配慮事項に関する素案の記述を主に
変更することを考えている。
問 � （1）介護人材不足のため、区として
介護職の魅力ある職場づくりにど
う取り組んでいくのか。（2）区内の

の生命を守ることを最優先に柔軟かつ
機動的に対応していく。感染症対策業
務に従事した職員の定数化や正規職員
の恒常的な増員へとつなげていくこと
は考えていない。
地域の防災対策への支援を
問 �住民自身の防災安全計画作成に区
の支援を行うとともに、地域住民を
対象にした防災意識の醸成活動
を、具体的なプログラムを作り支援
をすべきだが伺う。

区長　ホームページや地域の防災講演

問 �区民生活を支えるために、常勤職
員の増員を前提にした職員配置に
するとともに、会計年度任用職員
（非常勤）の賃金や有給休暇の取得
日数など労働条件を常勤職員に近
づけるなど、待遇改善を図るべき
だが伺う。

区長　区政の組織、執行体制の構築に
当たっては、必要な人員体制等を見極
めながら、適切に職員の配置等を行っ
ていく。会計年度任用職員については、
役割も踏まえつつ、国や東京都等の状
況も見据えながら適切に対応してい
く。

育士への早急な接種も前向きに進めて
いく。（２）より慎重な接種体制の構築
が必要となるが、十分に検討しながら、
接種を希望する区民に早期に接種がで
きるよう体制を組む。
子育てしやすい街の実現について
問 � （1）東京都の方針に沿って、令和５
年度から高校３年生までの医療費
無償化を実施すべきと考えるがい
かがか。（2）子育てに不安を抱え
る母親には、アウトリーチ（※1）型の
支援充実が必要だ。寄り添う子育
て支援のため、産後ドゥーラ（※２）の

区長　最適な施設サービスの提供に向
けて、コストの視点を持ちながら、さら
に従来の発想から一歩進んだ取り組み
を検討するなど、効果的、効率的な施
設整備を行っていく。

れる。これに伴って消費者トラブル
に巻き込まれる方の増大が心配さ
れている。区の取り組みについて伺
う。

区長　特に17歳から19歳の消費者被
害防止のため、令和4年度に新成人と
なる区民向けにリーフレットを作成する
ほか、一般区民向けに区報やポスター

の利用はできるのか。
区長　（1）障害の状況に応じてどのよう
な対応が可能か、福祉工房を管理運営
する指定管理者とも協議しながら検討
していく。（2）コロナ感染における濃
厚接触者が一般のホテルに宿泊するの

特別養護老人ホームの中には、介
護人材不足のため、空きベットがあ
るのに入所できていない。区の認
識と対応を問う。

区長　（1）区内介護事業者との連携を
深め、介護事業者等の魅力ある職場づ
くりを支援していく。（2）介護・福祉
サービスの仕事が魅力ある職業として
選択されるために、区としてどのような
取り組みができるか、さらに検討する。

問 � （1）失策を重ねてきた国のデジタル
化に、特別区はシステム構築の早い
段階で参画せよ。（２）大阪府はＩＴ
関連業務を民営化させ改革と専門
人材の確保を目指す。特別区が共
同組織体を作りスケールメリットを
生かしたデジタル化を目指せ。

区長　（１）さまざまな機会を捉えて意
見を述べていく。（２）ＩＴ人材確保の手
法は、引き続き研究していく。
問 �４年度は税収増を見込み過去最大

「街の魅力を高めていく取り組み」を進
め、区報の全戸配布や区報そのものの
周知を図り、シティプロモーションを進
めていく。
問 �トンガ沖の大規模噴火は地球の広
範囲に影響した。富士山噴火による
降灰被害に備えよ。

区長　地域防災計画への反映を検討
し、反映に併せて、降灰対策の周知・啓
発にも努めていく。
問 �行動自粛が続く児童生徒の体力低
下に対応せよ。

教育長　子どもたちが自ら体を動かし
たり、運動の楽しさを感じたりできるよ
う、取り組みをさらに充実させる。

ならば、奨学金返済助成や家賃助
成、妊娠出産に関する意識啓発な
ど、まだ結婚もしていないような若
い世代にアプローチする「婚姻前・
出生前支援施策」こそ必要なので
はないか。

区長　持続的なまちの発展につなげる
視点を踏まえ、若者世代に対する総合
的な支援策について、調査研究してい
く。妊娠・出産を望む、望まないにかか
わらず、妊娠・出産に関する適切な情

（2）主権者教育の充実を。（3）若者が
直接区政に意見表明できる機会が必
要。「子ども議会」のような取り組みを
行えないか。
教育長　（1）全ての教科・領域におい
て、多様な言語活動に支えられた対話
的な学びの充実に取り組む。（2）各学
校の主権者教育が充実するよう、引き
続き指導・助言していく。（３）「子ども
議会」という形式での取り組みのあり方
については、今後の研究課題とする。

予算事業を問う。
区長　総合的な子ども家庭支援の拠点
となる碑文谷保健センターの改修、学
校の建て替え、自由が丘駅周辺地区の
新たな街づくりなどに取り組む。
問 �区民のお役に立つ「役人」として、
区民に信頼される人財育成の取り
組みを問う。

区長　職員の意識改革や意欲醸成の
実現が図られる人財の育成に努める。
問 �４年前の女児虐待死を二度と起こ
さない目黒らしい子育て子育ち支
援策を問う。

区長　包括的できめ細かな子ども家庭

続可能なまちを構築するマスタープラ
ンとして、令和5年3月に改定する。
問 �性の多様性を認め合う社会の実現
には、本質の議論が先でないと「制
度もどき」になると考えるが方向性
を問う。

区長　幅広く意見を伺い、性の在り方
に起因する困難等の解消に取り組む。

コロナを克服し、
誰一人取り残されない目黒の実現を！

日本共産党目黒区議団　岩崎 ふみひろ  議員

《用語解説》
※1 �アウトリーチ　福祉分野において

は、相談機関等へ出向くことができ
ない人に対して、訪問支援、当事者
が行きやすい場所での相談、地域に
おけるニーズの発見の場や関係づ
くりなどにより、支援につなげる取
り組み。

※2 �産後ドゥーラ　産後の身体の回復
と心身の安定、赤ちゃんの育児や新
しい生活へのスムーズな導入を目
的に母親の気持ちに寄り添った、母
親のためのサポートを行う人。

《用語解説》
※1 ＥＶ　電気車両。
※2 �ＰＨＶ　ハイブリッド車（エンジンと

モーターという2つの動力を利用し
て走行）のうち、外部電源から充電
が可能な車。

※3 �Ｖ２Ｈ　ＥＶなどが搭載するバッテ
リーの電気を家庭で利用できるよう
にする設備。

《用語解説》
※1 �ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビ
ル）　省エネルギーによって建物で
使うエネルギーを減らし、太陽光発
電等によって使う分のエネルギーを
つくることで、一次エネルギーの収
支を正味（ネット）ゼロにするなど、い
くつかの基準を満たすビルのこと。
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